
様式第１号  
当該価格で入札した理由書  

住    所  
商号又は名称  
代 表 者 氏 名 
(注 )JV の場合は JV 名称を併記のこと。 

【理由書記載内容】  
 当該価格で入札した理由を、次の 1～11 の点から記載すること。  
１ 地理的条件  
２ 手持ち工事の状況  
３ 手持ち資材の状況  
４ 手持ち機材の状況  
５ 労務費  
６ 下請予定者の状況  
７ 資材購入予定者の状況  
８ 機材借上げ予定者の状況  
９ その他、上記以外に低価格で入札できる理由  
10 安全で、良質な工事を施工するために、今回工事において特に留意する事項  

 11 当該工事に対する受注意欲  
  
 
                                          〔作成担当者〕  
                                           職 名  
                                           氏 名  
                                           電話番号  
 



様式第２号  
配置予定技術者名簿  

区分  氏名  資格  取得年月日  免許番号・交付番号  

監理技術者  ○○ ○○  一級土木施工管理技士  
監理技術者資格者証  

Ｈ○．○．○  
Ｈ○．○．○  

第○○号  
第○○号  

主任技術者      

現場代理人      

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



《下請負人に関する事項》

年      月      日  

許可（更新）年月日

大臣

知事

大臣

知事

許可（更新）年月日

大臣

知事

大臣

知事

区 分

元 請 契 約

下 請 契 約

①経験年数による場合

１）大学卒[指定学科]  ３年以上の実務経験

２）高校卒[指定学科]  ５年以上の実務経験

３）その他  １０年以上の実務経験

②資格等による場合

１）建設業法「技術検定」

２）建築士法「建築士試験｣

２．監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいづれかに〇印をつけること。 ３）技術士法「技術士試験」

４）電気工事士法「電気工事士試験｣

５）電気事業法「電気主任技術者国家試験等」

６）消防法「消防設備士試験」

電　話　番　号

住　　　　　　　所

権限及び意見申出

権 限 及 び 意 見 申 出

権 限 及 び 意 見 申 出

資 格 内 容

専 門 技 術 者 名

資 格 内 容

監 督 員 名

現 場 代 理 人

監 理 技 術 者 名

専 門 技 術 者 名

発注者の監督員名

契 約 日

契 約 営 業 所

名 称

許 可 業 種

資格内容

工   　　    期
自              年        月        日

至              年        月        日
年        月        日  

住 所

発　注　者　名

及       び

工事業

建 設 業 の 許 可

第          号
特定

一般

工　事　名　称

及       び

工　事　内　容

工　事　名　称

及       び

工　事　内　容

工　　　　　　期

許 可 番 号

工事業

施工体制台帳

［会  社  名］

［事業所名］

                                                                                            

                                                                                            

建 設 業 の 許 可

  〒住   　　    所

第          号

資 格 内 容

担 当 担 当

工事業 

工事業 

年      月      日  

年      月      日  

特定

一般

代 表 者 名

年      月      日  

自              年        月        日

至              年        月        日
契  約  日 年        月        日  

第          号

許  可  番  号

 〒

（Ｔｅｌ                －            －                ）   

年      月      日  第          号

特定

一般

特定

一般

許  可  業  種

 非専任

現場代理人名

権限及び意見申出方法

＊主任技術者名

様式第３号

 専    任

会 社 名

安全衛生責任者名

安全衛生推進者名

雇用監理責任者名

＊専門技術者名    

（記入事項） １．上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記載を省略
することができる。

３．主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する。）

資格内容

担当工事内容

３．専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任
技術者を記載する。

（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。）

＊[主任技術者、専門技術者の記入要領]

１．主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいづれかに〇印を
つけること。

２．専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事
に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。
（主任技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を
兼ねることができる。）

     複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合
は適宜欄を設けて全員を記載する。



様式第４号

工事作業所災害防止協議会兼施工体系図

発 注 者 名  自　　　年　　　月　　　日

工 事 名 称  至　　　年　　　月　　　日

工 工 工 工

担当工事内容 事 事 事 事 担当工事内容

　担当工事内容

元方安全衛生管理者

工 工 工 工

書　　　　記 事 事 事 事 担当工事内容

工 工 工 工

事 事 事 事 担当工事内容

工 工 工 工

事 事 事 事 担当工事内容

工 期

元 請 名

監 督 者 名

監 理 技 術 者

専 門 技 術 者

専門技術者名

会　　　長

副　会　長

総括安全衛生責任者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～ 　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～ 　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～ 　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～ 　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～  年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～  年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～  年　月　日

担当工事内容

工期 年　月　日～  年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

担当工事内容

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工期 年　月　日～　年　月　日

会 社 名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工期 年　月　日～　年　月　日



様式第５号 
手  持  ち  工  事  の  状  況 

工事名 発注者名 工期 施工場所 工事概要 請負金額 配置技術者名 調査対象工事との関連 
      ・現場代理人 

 
・主任技術者（監理技術者） 
 
・担当技術者 
 

 

        

        

        

        

 
 
 
 
 
 



様式第６号 
手  持  ち  資  材  の  状  況 

品名 規格・型式 単位 手持ち数量 調査対象工事で

の使用予定量 不足数量 不足数量の手当方法 

       

       

       

       

       

 
 
 
 
 



様式第７号 
資  材  購  入  予  定  一  覧 

品名 規格・型式 単位 数量 
購入先（予定者）の状況 

単価 業者名 所在地 入札者との関係 
（取引年数） 

       ※購入先（予定業者）と

の関係及び取引年数を

記入すること。 
（例）協力会社、同族会

社、資本提携会社等 
  （○○年） 

        

        

        

        

 
 
 
 



様式第８号 
手  持  ち  建  設  機  材  の  状  況 

機械名称 
機 材 の 規 格 等 

単位 手持ち数量 調査対象工事

での使用予定 
現在の 

利用状況 
減価償却の

状況 規格 型式 年式 能力 メーカー名 
           

           

           

           

           

 
 
 
 
 



様式第９号 
建  設  機  材  借  上  げ  予  定  一  覧 

品名 規格・形式・年式・ 
能力・メーカー名 単位 数量 

借上げ予定者の状況 

単価 業者名 所在地 入札者との関係 
（取引年数） 

       ※借上げ予定業者との関

係及び取引年数を記入

すること。 
（例）協力会社、同族会

社、資本提携会社等 
  （○○年） 

        

        

        

        





様式第 10 号  
労務職員の月別配置計画  

月  工種  職種  員数 （人）  配置  
日数  

延べ  
人／月  自社労務職員  下請労務職員  下請会社名  計  

 
        

        

 
        

        

 
        

        

         

         
         

         



様式第 11 号  
職種ごとの労務単価  

工種  職種  労務単価  
（円／日）  

員数 （人）  下請予定会社との関係及び下請予

定会社名（取引年数）  自社労務職員  下請労務職員  

土工  普通作業員     

※下請予定会社との関係を含めて

記入すること。  
（例）協力会社 ㈱○○○○（○

年）、同族会社 ㈱○○○○（○

年）、資本提携会社 ㈱○○○○

（○年） 等  

配管工  配管工・普通作業員      

      

      

      
      

      

(注 ) 労務単価の欄は、職種ごとの労務職員の最低単価を記載すること。  



様式第 12 号  
下請予定一覧  

工種  下請内容  予定業者名  所在地  下請予定額  下請会社との関係  
（取引年数）  

     

※下請業者との関係及び取引年数を記入す

ること。  
（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等  
   （○○年）  

      

      

      

      

      



様式第 13 号 
過  去  に  施  工  し  た  工  事  一  覧 

工事名 発注者名 工期 施工場所 工事概要 請負金額 配置技術者名 備考 
      ・現場代理人 

 
・主任技術者（監理技術者） 
 
・担当技術者 
 

 

        

        

        

        

        

（注）県営建設工事において、調査基準価格を下回り落札した工事については、業種及び契約年度を問わず全て記載し、備考欄に「◎」を記載すること。 



様式第 14 号  
建設副産物の搬出予定状況 

建 設 副 産 物  数 量  受 け 入 れ 予 定 者  受 け 入 れ 予 定 箇 所  受 け 入 れ 単 価  運 搬 距 離  
      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      
      
      

      

(注 ) 契約対象工事で発生する、全ての建設副産物（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設発生土等）

について記載すること。  
 



様式第15号

実施内容 実施方法 頻度 対象
費用計上
の有無

費用負担
（元請・下請）

計上した
工種等

見込額
技術者単価
（千円）

数量

元請 品質証明員
㈱○○建設
○○支店

○○○○

・技術士（建設部
門）
・土木施工管理1級
・・・・

①協力会社への品質管
理に係る指導
②品質・出来形の社内
検査

①講習会の実施
②立会・書面によ
る確認

①工事着手前（各
工種）
②社内検査基準に
基づき実施

①協力会社の
主任技術者・
職長

有 下請 ○千円 ○日

①協力会社の
主任技術者・
職長

品質確保体制（品質管理のための人員体制）

区分（元
請・下請）

立場
会社名
所属

氏名 資格

実施事項 諸費用

備考



様式第16号

試験項目 試験方法
実施時期

（実施頻度）
基準及び
規格値

外部委託
の有無

費用計上
の有無

費用内容
費用負担
（元請・下

請）

計上した工種
等

見込額
単価

（千円）
数量

元請・下
請区分

会社名
所属

立場 責任者
会社名
所属

立場
試験結果
確認方法

橋梁下部工（A1
～A5）

橋梁下部
工

単位水量試
験

電子レンジ
法

1回/日（午前・
午後）

○○○要領に
よる

有 有 試験費 下請 現場管理費
４千円

○回 下請 （有）○○ 主任技術者 ○○○○
㈱○○建
設
○○支店

品質証明員
1回/週試験実施会社にお
いて立会（左記以外は書
面確認）

品質確保体制（品質管理計画書）

施工箇所 工種 備考
品質管理責任者諸費用 試験実施（委託）者品質管理項目



様式第17号

検査項目 検査方法
実施時期

（実施頻度）
基準及び
規格値

外部委託
の有無

費用計上
の有無

費用内容
費用負担
（元請・下

請）

計上した工種
等

見込額
単価

（千円）
数量

元請・下
請区分

会社名
所属

立場 責任者
会社名
所属

立場
検査結果
確認方法

橋梁下部工（A1
～A5）

橋梁下部
工

基準高 測量
橋梁下部工完成

後
出来形管理基

準による
有 有 測量（委託） 元請 現場管理費 ○千円 ○回 元請 ㈱○○建設 主任技術者 ○○○○

㈱○○建
設
○○支店

品質証明員
・A1については立会
・上記以外の橋脚につい
ては書面検査

品質確保体制（出来形管理計画書）

施工箇所 工種
出来形管理項目 諸費用 検査実施（委託）者 品質管理責任者

備考



様式第18号

元請・下請
区分

会社名
所属

立場 元請 下請
費用計上
の有無

費用内容
費用負担

（元請・下
請）

計上した工種
等

見込額
単価

（千円）
数量

安全・訓練

・安全活動のビデオ等による教育
・当該工事内容等の周知徹底
・安全・訓練等としての必要な事
項

毎月　半日以上 元請 （株）○○ 元方安全責任者 全員 全員 有

①外部講師
（全4回）
②資料印刷費
（全12回）

元請 現場管理費
①○千円
②○千円

○回

安全衛生管理体制（安全衛生教育等）

実施事項 実施内容
実施頻度及び

所要時間

実施責任者 参加予定者 諸費用

適用法令等 備考



様式第19号

元請・下請
区分

会社名
所属

立場
費用計上
の有無

費用負担
（元請・下請）

計上した
工種等

見込額
技術者単価
（千円）

数量

足場点検
手すり先行足

場

橋梁下部
（Ｐ1～Ｐ

6）

設置後
作業開始前
（毎日）

下請 （株）○○ 足場管理責任者 有 下請 ○千円 ○日

安衛法○条○項
安衛則○条
･･･ガイドライン（Ｈ○.
○）

安全衛生管理体制（点検計画）

点検項目 点検対象 対象区間 時期・頻度

点検実施者 諸費用

適用法令等 備考



様式第 20 号（第７第２項関係） 
※本通知を受領された際は、お手数ですが、下記担当までＦＡＸ又は電話により受領確認の連絡をお願いします。 

 
番   号 
年 月 日 

 （調査対象者）  様 
 

（工事所管課長等） 
（公印省略） 

 
 

低入札価格調査実施通知書 
  年 月 日に執行した下記工事の（条件付一般・一般）競争入札については、落札決

定を保留しておりましたが、貴社の入札価格により契約の内容に適合した履行がなされる

か否か調査を行います。 
記 

1. 調査対象工事名 
2. 調査項目及び提出書類 
  別紙「低入札価格調査項目及び提出書類」のとおり 
  なお、提出された書類内容及び聴き取り調査内容によっては、追加書類の提出を求め

る場合がありますので、これに協力願います。 
3. 提出期限 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当 
 
電話 
 
ファックス 
 

＜施行注意＞要領別紙３「低入札価格調査項目及び提出書類」を添付すること。 
 



様式第 21 号（第７第７項関係） 
低 入 札 価 格 調 査 票 

 

工 事 名  工 事 場 所  入 札 日 
開 札 日 

年 月 日 
年 月 日 

調査対象入札者名  
（入札順位 第  順位） 

工事所管課 
等 名  調査担当責任者

職 ・ 氏 名  

1 入札価格(税抜) 円（対予定価格    ％） 予定価格        円 調査基準価格     円（対予定価格  ％） 

2 工 事 概 要  

3 

工事費内訳書の

検討 

（別紙「工事費内訳書

分 析 表 」 参 照 ） 

 

4 調 査 項 目 調 査 （ 検 証 ） 結 果 の 概 要 

 ① 当該価格で

入札した理由 
 

 ② 地理的条件  

 ③ 施工体制  

 ④ 工程  



 ⑤ 手持ち工事

の状況 
 

 ⑥ 手持ち資材

の状況 
 

 ⑦ 資材購入予

定 
 

 ⑧ 手持ち建設

機材の状況 
 

 ⑨ 建設機材借

上げ予定 
 

 ⑩ 労務職員の

配置計画等 
 

 ⑪ 下請への発

注予定 
 

 
⑫ 過去に施工

した公共工事

の成績 

 



 ⑬ 安全管理の

状況 
 

 ⑭ 経営状況及

び信用状況 
 

 ⑮ 建設副産物

の搬出予定 
 

 

⑯ 共通仮設費、

現場管理費、一

般管理費等の

内訳 

 

 ⑰ その他  

総

合

意

見 

 
契約の内容に適合した履行がなされると  認められる ・ 認められない（低入札価格調査制度に関する事務処理要領別紙 4    該当）。 
【理由】 
 

（注）１ 総合意見欄は、「認められる」又は「認められない」のいずれかに「○」印を付し、認められない場合は、その判定基準を明記すること。 



様式第 21 号付表①（第７第５項、第７項関係） 
工 事 費 内 訳 書 分 析 表 

工 事 名  調査対象入札者名  

工種（科目） 設計金額（a） 見積金額（b） (ｂ)／(a) 
重点調査

対 象 

履 行 の 可 否 及 び そ の 理 由 

可 否 理 由 

       

       

       

       

直 接 工 事 費 計       

共通仮設費(積上)       

共通仮設費（率）       

共 通 仮 設 費 計       

現 場 管 理 費       

一 般 管 理 費       

計       

（注）１ 重点調査対象項目については、「重点調査対象」欄に「○」印を付すこと。 
   ２ 履行の可否及びその理由は、重点調査対象であるか否かにかかわらず、すべての項目について記載すること。 
   ３ 「共通仮設費」、「現場管理費」及び「一般管理費」の項目比較については、様式第 21 号付表②に記載すること。 



様式第 21 号付表②（第７第７項関係） 
 共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等 項目比較票 

県 設 計 項 目 調 査 対 象 者 見 積 項 目 見 積 金 額 
共 通 仮 設 費   

 

   

   

   

   

   

現 場 管 理 費   

 

   

   

   

   

   

一 般 管 理 費   

 

   

   

   

   

   

 
 



様式第 22－1 号（第 11 関係。調査対象者落札の場合） 
 

第   号 
年 月 日 

 
          様 
 

岩手県知事 ○○ ○○  □印  

（地方公所長 ○○ ○○ □印） 

 
 

入札結果通知書 
    年 月 日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記工事について、落札の決

定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格によって当該契約の内

容に適合した履行がなされるかどうかを調査した結果、妥当と認め、貴社（特定共同企業

体、方）を落札者とすることに決定しましたので通知します。 
記 

１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 落札価格           円に 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額 
４ その他 
 (1) 契約工事の会計を明瞭にするために、当該工事専用の経理帳簿を整備すること。 
 (2) 施工過程において、低入札価格調査内容と施工状況との一致確認のため、追跡調査

を実施するので、これに協力すること。 
 
 
 
 
 
 
 



様式第 22－2 号（第 11 関係。調査対象者以外が落札した場合） 
 

第   号 
年 月 日 

 
          様 
 

岩手県知事 ○○ ○○  □印  

（地方公所長 ○○ ○○ □印） 

 
 

入札結果通知書 
    年 月 日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記工事について、落札の決

定を保留していましたが、調査基準価格を下回る入札価格によって当該契約の内容に適合

した履行がなされるかどうかを調査した結果、当該価格では契約の内容に適合した履行が

なされないおそれがあると認められましたので、次順位者である貴社（特定共同企業体、

方）を落札者とすることに決定しましたので通知します。 
記 

１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 落札価格           円に 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第 23 号（第 11 関係） 
 

第   号 
年 月 日 

 
          様 
 

岩手県知事 ○○ ○○  □印  

（地方公所長 ○○ ○○ □印） 

 
 

入札結果通知書 
    年 月 日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記工事について、落札の決

定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格によって当該契約の内

容に適合した履行がなされるかどうかを調査した結果、貴社（特定共同企業体、方）の入

札価格では契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認め、落札者としない

ことに決定しましたので通知します。 
 なお、           を落札者としましたのでお知らせします。 

記 
１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 貴社（特定共同企業体、方）を落札者としない理由 
  低入札価格調査制度に関する事務処理要領（平成 15 年 1 月 28 日付け総務第 1100 号）

別紙       該当 
  （判定根拠を具体的に記載すること。） 
４ 落札者及び落札価格 

(1) 落札者 
(2) 落札価格           円に 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額 

 
(注) 記３の理由については、要領別紙２又は別紙４の失格とする判定根拠を具体的に記載

のこと。 



様式第 24 号（第 11 関係） 
 

第   号 
年 月 日 

 
          様 
 

岩手県知事 ○○ ○○  □印  

（地方公所長 ○○ ○○ □印） 

 
 

入札結果通知書 
    年 月 日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記工事について、落札の決

定を保留していましたが、              を落札者と決定しましたので通

知します。 
記 

１ 工事名 
２ 工事場所 
３ 落札価格           円に 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額 
 



様式第 25 号（第 12 関係） 
低 入 札 価 格 調 査 実 施 工 事 施 工 確 認 票 

工 事 名  請 負 業 者 名  

工 期     年   月   日～    年   月   日 工 事 所 管 公 所  

低 入 札 調 査 時 の 調 査 内 容 低入札価格調査時の調査内容と施工内容の比較 

項 目 見 積 金 額 
重点調査

対 象 
履行可と判断した理由 

一致・

不一致 
不 一 致 の 場 合 、 そ の 理 由 及 び 対 応 等 

      

      

      

      

計      

 

施 工 成 績            点 

 
※ 本確認表により、工事の施工管理において調査の内容と施工内容が一致するか随時確認すること。 
※ 以下のいずれかに該当した場合には、出納局総務課入札課長へ報告すること。 

① 低入札価格調査時の内容と異なる施工がなされたとき 
② 工事が完成したとき 




